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２．対象・目的・内容
体育施設維持管理

事 業 概 要

グラウンド、テニスコート等、生涯学習課スポーツ振興室が所管する屋外体育施設の利用者
事業の

年

対象

（誰・何を）

適正な維持管理を行うことにより、市民等が安全して利用できるスポーツ・レクリエーションの場を提供し、健全
事業の目的 な心身の育成を図る。

（どういう状態

にするために)

・グラウンド（重春、都麻

度

の郷交流、上比延友遊農村、あかねが丘、県民広場）、平野テニスコートの維持管理を
事業の内容 、地元自治会等に委託して行う。

（どういう内容 ・市職員は、施設予約システム等による施設利用の受付・許可、利用調整、

　

使用料の徴収、施設の軽微な補修等を
を行うのか) 行う。

平成３１年度　当初予算事業の概要説明書
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学校体育施設工事の関係で利用人数微増している。
実績・成果

等 の 説 明

６．評価
評 価 事業の優先度(緊急性) 4 事業の必要性 2 実施主体の妥当性 3

１ ポイント 直接のサービスの相手方 5 受益者負担の適切さ 2 市民ニーズの

　

把握 1
事 業 の 継続実施

次 総合評価
　各スポーツ施設の維持管理に係る最低限の費用であることから継続が必要と考える。

評
説 明

価

評 価 事業の優先度(緊急性) 3 事業の必要性 1 実施主体の妥当性 3

２ ポイント 直接のサービス

当

の相手方 1 受益者負担の適切さ 4 市民ニーズの把握 1
事 業 の 継続実施

次 総合評価
　本事業の対象施設は、利用人数が減少傾向にあるが休日の予約が数か月先まで埋まっているなど、市民がスポー

評 ツに親しむ場として機能し

初

ている。市民が安全にスポーツを楽しむためには、グラウンドのメンテナンス等最低限

説 明 の整備・維持管理が不可欠であるが、職員が応急的なメンテナンスに多くの時間を費やしており、人件費を含む総

価 コストは高い。

予

応急的な対応をせずにすむように、計画的なメンテナンスを実施すべきである。将来的には、市民
ニーズの変化を踏まえながら、施設の統廃合など、コスト削減や効率化を検討する必要があると思われる。


